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研究要旨 感染症法で第四類に分類されるマラリアとエキノコックス

について，国内における検査体制の整備と発生動向の監視に関する作業

に取り組んだ。まずマラリアについては，検査診断法に関する技術研修

に取り組み，検疫所への情報提供に努めた。エキノコックスについては，

地方衛生研究所等と連携してヒトおよびイヌの疑診例に関する依頼検

査を実施し，同時に患者情報を収集して、本病の流行予防に資する体制

の整備に努めた。食品媒介寄生虫症である旋毛虫および住肉胞子虫に関

しては，地方衛生研究所と連携して、原因に係わる情報の解析に取り組

んだ。 

 

Ａ．研究目的 

寄生虫症に関して感染症法では、5 つの

病原体（類）を原因とする疾病が規定され

る。このうちマラリアは、エイズおよび結核

と並ぶ世界三大感染症とされ、致死性の発

熱性疾患として検疫感染症中でも重要な位

置を占める（感染症法では 4 類感染症）。我

が国では検疫所が水際での防圧に取り組ん

でいることから、検疫所の職員に対して、検

査診断法に関する技術研修と情報提供が必

要と考えられた。H28 年度から H30 年度に

かけて毎年技術研修を行った。 

動物由来感染症としても重要なエキノコ

ッエキノコックス症（多包性と単包性）は、

感染症法では 4 類に分類され、ヒトおよび

ヒトへの感染源となるイヌの感染例につい

て、それぞれ診断した医師もしくは獣医師

に届出を義務付けている。国内土着のエキ

ノコックスは、多包性の原因種である多包

条虫であるが、これまで北海道に限局分布

すると考えられてきた。しかし、2005 年の

埼玉県の例に続き、2014 年には愛知県でイ

ヌの感染例が発見され、全国的な拡散が懸

念されている。そのため北海道から他の都

府県へのエキノコックス症拡散監視を強化

する目的で、地方衛生研究所（以下、地研と

略）等と連携し、ヒトおよびイヌなどの動物

の疑診例に関する依頼検査を実施するとと

もに、愛知県については衛生研究所へ新規

に遺伝子検査法を導入し、本症の流行監視



強化を図った。 

食品媒介寄生虫症もまた地研との間でラ

ボネットワークの強化に取り組むべき重要

な課題である。本研究班では、国内では 35

年ぶりに集団食中毒事例が発生した旋毛虫

症について、発生自治体である茨城県とと

もに検討に取り組んだ。また，滋賀県、茨城

県、和歌山県で発生したシカ肉を原因とす

る住肉胞子虫による有症事例の原因究明に

取り組んだ。 

 

Ｂ．研究方法 

1. マラリア 

厚生労働省検疫所業務管理室が実施する感

染症検査技術研修会に参加した検疫所職員

を対象に、マラリアの概論について情報供

与し、検査診断法に関する技術研修と情報

提供に努めた。また実地に即した研修とす

るため、迅速診断キットのデモを行った。

H29 年度以降は研修者参加型のクイズ形式

でのトレーニングを実施した。 

 

2. エキノコックス症 

当部では全国各地の地研または国内外の

医療機関からエキノコックス症をはじめと

する寄生虫症の依頼検査を受け付けている。

平成 28-30 年度は計 184 件の依頼があり，

このうちエキノコックス症を疑う新規の検

査依頼はヒトで 23 件，動物（イヌ・フェネ

ックギツネ）で 12 件の計 35 件であった。

ヒト由来材料に関しては、血清を材料とす

るウェスタンブロット法による免疫学的検

査、または組織を材料とする遺伝子検査を

行った。動物の疑い例の場合は，糞便または

組織を材料として虫卵検査や遺伝子検査を

適宜実施した。また、2014 年にイヌの感染

例が報告され、定着が懸念される愛知県に

おいては、衛研が実施しているエキノコッ

クス調査に糞便内 DNA を標的とした検査

法を新規に導入し、監視体制の強化を図っ

た。 

 

3. 旋毛虫症 

旋毛虫症は極めて重要な人獣共通食品媒介

寄生蠕虫症であるが、我が国では欧米で多

いブタ肉を介した感染はなく、野生獣肉（ク

マ肉）を介した集団感染事例が合計 3 度発

生している。2016 年 12 月、茨城県内の飲

食店にて提供されたヒグマ肉を原因食品と

する旋毛虫症が発生した。これは国内では

35 年ぶりとなる集団感染事例であった。本

研究では、原因食品からの病原体検出を試

み、原因種の特定を行った。また、原因食品

が生あるいは冷凍保管品の非加熱状態で提

供された過去の事例と異なり、本事例は原

因食品に冷凍のほか、1 回または 2 回の加

熱処理が行われていたことが茨城県の調査

で明らかになった。すなわち、2016 年 11 月

24～26 日提供品は患者調理品、同 11 月 29

以降提供品は患者調理品を小分け冷凍保管

し、提供の都度、解凍再加熱を行ったもので

ある。そこでこれらの影響を評価するため、

処理前後の発症率を比較した。 

 

4. 住肉胞子虫 

滋賀県における 2回の有症事例（2011 およ

び 2017 年）、茨城県における有症事例（2017

年）および和歌山県における食中毒事例

（2018 年）より、事例に関わる残品（シカ

肉あるいは肝臓）を検体として、厚労省の通

知法に基づく DNA 抽出を行い、DNA 試料を

調整した。 

市販シカ肉（エゾシカおよびホンシュウ

ジカ）よりで形態的に異なるサルコシスト

を単離し、個別に DNA を抽出し、18SrDNA の

多型領域を含む部分増幅を行った。PCR産物



のシークエンス解析から既知種、遺伝子型

との相同性を調べ、シカ感染サルコシステ

ィス特異的プライマーを設計し、これを用

いた定性および定量 PCR 系を構築した。 

 

Ｃ．研究結果 

1. マラリア 

厚生労働省検疫所業務管理室が実施する

感染症検査技術研修会では、全国 13 検疫所

本所および 3 空港検疫所支所から、検疫所

職員が毎年 20 名前後の参加があった。マラ

リアの講義（本邦と近隣諸国の感染状況・診

断・最新のワクチン情報）を行い、迅速診断

キットに関する実習（デモ）を実施した。 

 H28 年 4 月から H31 年 2 月末までの

2 年 11ヶ月の間に全国各地の医療機関から

受入れたマラリア種別の依頼検体は１５例

であり、そのうち１０件がマラリア陽性、５

件は陰性であった。陽性検体の１０例は８

件が三日熱マラリア陽性、１件は卵型マラ

リア陽性、１件は熱帯熱マラリアと卵型マ

ラリアの混合感染例であった。また１２件

の診断に関する相談を受入れ、１４箇所の

地方衛生研究所／検疫所に診断のための陽

性コントロールを配布した。 

 

2. エキノコックス症 

ヒト疑診例の陽性例は、血清 2 例と組織

材料 1 例であった。血清陽性例は外国人（ペ

ルー人およびイラク人）の単包性エキノコ

ックス症、組織陽性例は北海道居住歴があ

る日本人の多包性エキノコックス症で、い

ずれも流行地での感染が考えられた。なお、

北海道の症例は遺伝子検査確定後、血清の

提供を受け免疫学的検査を追加実施したが、

抗体も陽性結果を示した。動物由来試料に

ついては海外依頼例 2 例が多包条虫陽性で

あった。動物はともに北米産イヌで、1 例は

成虫ではなく幼虫の感染例であった。愛知

県では 2015 年 10 月から 2019 年 3 月の期

間中に県動物保護管理センター知多支所に

抑留または保護されたイヌ等に由来する糞

便 265 検体（内訳：イヌ 249、キツネ 12、

タヌキ 4）について従来の MGL 変法による

虫卵検査のほか、新規導入した遺伝子検査

を行ったところ、虫卵検査で陰性判定され

た 3 検体から遺伝子陽性が得られ、ダイレ

クトシークエンスの結果、3 検体ともに塩

基配列は多包条虫と一致した。 

 

3. 旋毛虫症 

茨城衛研から提供された原因食品（ヒグ

マ肉）を人工消化法により処理したところ、

スティコソーム構造を持つ線虫幼虫が回収

され、遺伝子解析の結果、旋毛虫の一種であ

る Trichinella T9 と同定された。我が国で

発生した旋毛虫症例で初めて原因種が分子

同定された事例となった。旋毛虫類では T. 

spiralis の温度抵抗性は十分調べられてい

るが、本事例の Trichinella T9 は分布が日

本国内に限定することから温度抵抗性など

は十分調べられていない。そこで冷凍や加

熱の処理による発症率への影響を検討した

ところ、加熱品摂取群（10 名摂取、全員発

症）と再加熱品摂取群（21 名摂取、11 名発

症）の発症率は有意に異なり、処理による不

活化の可能性が示された。今後、各処理の影

響を単独で評価するため、実験室内維持さ

れている株を用いて検討を進める必要があ

る。 

 

4. 住肉胞子虫 

市販エゾシカ肉から 2 つのサルコシスト

のタイプを明らかにした。小型のタイプ A

（図 1）はホンシュウジカで報告のある S. 

pilosa（99％） と、一方大型のタイプ B（図



滋賀事例1 滋賀事例2  野生シカ1 野性シカ2 

タイプA 

2）は、エゾシカより報告のある Sarcocystis 

sp.と高い相同性（99％）を示した。またホ

ンシュウジカからエゾシカのタイプとは異

なるタイプ C が見られ、これはノロジカか

ら報告された S. entzeroth と高い相同性

（97%）を示した。 

 

 

 

 

 

タイプ特異的 PCR プライマーを用いた

PCR 系を構築し、有症/食中毒事例のシカ肉

等抽出 DNA を調べた結果、タイプ A は全例

より、またタイプ B は滋賀第 2 例と茨城第

1例、和歌山第 1例より検出された。タイプ

C は今回の有症事例からは検出されなかっ

た（表 1）。 

 

 

報告年 報告地 遺伝子型タイプ 

2011 滋賀県 A 

2015 滋賀県 A、B 

2017 茨城県 A、B 

2018 和歌山県 A、B 

 滋賀県内の 2 回の有症事例について定量

PCR解析した結果では、両事例とも小型シス

トを形成するタイプ A  が全体量のほとん

どを占めることが示され、顕微鏡下におけ

る同タイプシストの高密度な分布の所見と

一致した。大型のタイプ Bシストは 2011 年

と 2017 年でかなり差が見られた。シスト数

は両者ともかなり少ない印象であったが、

シストあたりの原虫数が多いため（推定 105

－106ブラディゾイト/シスト）、シスト密度

のわずかな違いが定量 PCR では大きな差と

して表れたものと考えられた。同時に調べ

た市販シカ（野生シカ）肉では、有症事例の

汚染レベルに近い汚染が認められた 

（図 3）。 

 

 

 

Ｄ．考察 

各検疫所におけるマラリアの検査方法に

関しては、概ねコンセンサスが得られてお

り、迅速診断キットを所有する検疫所が講

習を重ねる毎に増加し、改善は認められる

が、所有しない検疫所も散見された。H29 年

度より導入を試みた「迅速診断キットのデ

モと研修者参加型のクイズ形式トレーニン

グ」は、大変好評なフィードバックを得てお

表 1、有症/食中毒事例で検出されたサルコシ
スティスの遺伝子型タイプ 
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図 3、シカ肉サルコシスティスの定量 PCR 解析 

タイプB 

感染原虫数/g筋肉 

図 1、シカ肉中のタイプ A のサルコシスト 

図 2、シカ肉中のタイプ B のサルコシスト 

 

タイプA 



り、今後はこれを更に発展させた「デジタル

資料によるバーチャル診断」を実施する予

定である。また今後、検査診断法に関する技

術研修を定期的に実施することで、状況の

改善を試みる予定である。 

 国内で発生するエキノコックス症は、北

海道に常在する多包条虫を原因とする多包

性エキノコックス症が主である。しかし期

間中、我々が依頼を受けたヒトのエキノコ

ックス症疑い例 23 件の国籍をみると、外国

4 件（アメリカ・イラク・ネパール・ペルー

各 1、インド 2）は単包性エキノコックス症

を疑い、さらに日本人疑診例でも渡航歴か

ら単包性エキノコックス症を疑う症例が 5

例含まれた。日本人の海外渡航一般化に加

え、訪日外国人も増加の一方であることか

ら、多包性エキノコックス症だけでなく、単

包性エキノコックス症にも対応可能な体制

を整備する必要がある。愛知県では新規に

遺伝子検査を導入し、監視体制の強化を図

ったところ、2017 年度遺伝子検査実施検体

で、顕微鏡検査で陰性であった検体から 3

検体のエキノコックス陽性が発見された。

これは、直ちに遺伝子検査の方が顕微鏡検

査よりも検出感度が高いことを示すもので

はないが、複数の検査法を組み合わせるこ

とにより検出感度は向上しており、本研究

の目的である「検出方法の構築ならびに改

良」は達せられたと考えられる。2017 年度

の成果に基づき、2018 年度からは虫卵検査

と遺伝子検査を同時に実施することとし、

監視体制の強化を図った。 

 35 年ぶりの国内発生となった旋毛虫症

では、原因種は Trichinella T9 と分子同定

された。本種は我が国固有種であるが、これ

までの感染事例で分子同定が行われたこと

がなく、人体感染例のあることが初めて明

らかにされた。昨今のジビエブームにより

野生獣肉を介した食中毒事例の発生の可能

性は高まっているが、残念ながら食品寄生

虫に関する情報は、その検査法も含め、周知

されているとは言い難い。したがって野生

獣肉を介した寄生虫性食中毒の発生予防に

関する啓発活動に全国レベルで至急に取り

組む必要がある。このような食品寄生虫に

関する地研とのラボネットワークの強化は、

感染研と地方衛研とが共同して継続的に取

り組むべき重要課題である。 

2011 年より報告が始まったシカ肉寄生の

サルコシスティスによる有症事例および食

中毒事例におけるサルコシスティスの遺伝

子解析により、有症あるいは食中毒事例と

原因種との関係を調べた。シカでは感染率

の高さに加え、複数種の重複感染が認めら

れることから、本研究では明確な形態差に

基づくサルコシストの単離を行い、少なく

とも３つの種類（遺伝子型）を区別できる遺

伝子解析法を確立した。これにより当該の

遺伝子型に関しては、シカ個体の感染率や

シカ肉内の感染量の推定が可能になった。 

 事例に関与するシカのサルコシスティス

に関しては、現状でタイプ A や B が健康被

害に関与することが明らかとなり、その汚

染レベルも定量的にみて馬肉の S.fayeri

の食中毒レベルに相当するものであること

が分かった。野生の個体中にも食中毒レベ

ルに近い汚染が認められることから、ジビ

エとして野生シカ肉を利用するにあたって

は、加熱あるいは冷凍によるサルコシステ

ィス不活化を徹底する必要がある。ジビエ

の活用には安全性の確保が最重要課題であ

る。今後のシカ肉の安全な利用という意味

で、サルコシスティスの種類や遺伝子型な

らびにその感染量データを地研と共有し、

シカ肉による食中毒のリスク管理につなげ

る。 



 

Ｅ．結論 

 マラリアの検査診断法に関する技術研修

は、厚生労働省検疫所業務管理室が実施す

る感染症検査技術研修会などを利用して、

定期的に実施することで、検疫所の職員に

対し、検査診断法に関する技術研修と情報

提供を実施する必要がある。 

 エキノコックス症に関しては，地研およ

び医療機関等から発生情報を積極的に収集

する必要がある。このために、終宿主動物・

イヌと歩哨動物・ブタの簡易な検査方法を

開発・利用する必要がある。食品寄生虫（寄

生虫食中毒）に関する地研とのラボネット

ワークの強化も，感染症・食中毒の枠を超え

て，継続的に取り組むべき課題である。これ

には情報交換と相互研修がまず重要となる。 

 シカ肉のサルコシスティスはヒトの健康

被害の現員となり得ることが有症事例また

食中毒事例で示唆されている。その寄生率

と寄生量のレベルの高さは、シカ肉のリス

クを高める要因となっていると考える必要

があり、ジビエ利用におけるサルコイステ

イスに関する衛生管理の徹底が必要である。 

 

Ｆ．健康危険情報 

「愛知県知多半島の犬におけるエキノコ

ックス（多包条虫）感染事例について（情報

提供）」. 平成30年3月28日・厚生労働省健

康局結核感染症課・事務連絡.  
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